農　振　除　外　願　出　に　お　け　る　提　出（基　本）書　類
	提出（基本）書類内容
	正　本

1　部
	写し（コピー可）

	１　願　出　書

(１)　除外願（様式１）　　　　　　　　　　　　　………　　

　　 　除外後１年以内に転用される方は、『除外及び　　

　　 　転用の隣接耕作者の同意書』（様式１－１）に

　　 　記入し提出下さい。（転用時併用可）  　　　　  ……　　

　　 　併せて、除外願の文中「５」の「隣接農地の耕

　　 　作者の意見」欄に、「別紙」と記入下さい。

(２)　住宅以外の願出をする場合

　　　事業計画書（様式２－２）　　　　　　………………　　

(３)　住宅、車庫等の願出する場合

　　　住宅等利用計画書（様式２－１）　　　………………　　
２　図　　　面

(１)　願出地付近図（住宅地図可）　　　　…………………　　

(２)　願出地付近公図　　　　　　　　　……………………　　　　　　　

　　　(隣接地の地目、所有者及び耕作者を明記)

(３)　転用後の建物等の配置計画図　　　　　………………　　

　　　(資材置場等の敷地利用図)

(４)　既存敷地の利用状況図　　　　　　　　………………　　

(５)　検討地位置図（住宅地図可）　　　　　………………
(６)　検討範囲図　　　　　　　　　　　　　………………
　　（どのような範囲で願出地を検討したのかについて記載
してください。）
(７)　自己所有地(農地含む)の位置図　　　　………………　　
３　土地登記簿謄本・住民票等・戸籍謄本

(１)　土地登記簿謄本　　　　　　　　　　　………………　　

(２)　土地の登記簿謄本と願出者の現住所が異なる場合は　　　

　　　住民票若しくは戸籍の附票　　　　　　　……………　　　　　

(３)　変更後の用途が農家分家住宅の場合は、土地所有者

との続柄が判る戸籍謄本　　　　　　　　……………　　
４　住宅以外の願出をする場合（様式２－２を提出）
(１)　会社の謄本　　　　　　　　　　　……………………　　

(２)　経営上、資格・許可が必要な場合はこれを証明する
ものの写し　　　　　　　　　　　　　　　…………　　

　　（建設業許可証、宅地建物取引業許可証、古物商許可証、調理師免許証等）
５　その他
(1)   転用面積が一定規模（目安として3,000㎡以上）の場合
土地改良区や県農林振興センターと協議済みの排水計画書
(2)  株式会社等の法人の場合は、農振除外に係る会議録
（法人設立後１年を経過していない法人で、転用に係る資
金が2,000万円以上の場合は添付下さい。）
　※その他、添付書類が必要になる場合があります。
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	●必須
▲条件により要

	
	計６部提出
	

	注意１　各種願出文書の住所等が土地の登記謄本や住民票と錯誤がある場合、または除外見込みのない場合は願出を却下します。

注意２　建物等を設置される場合は、「開発行為」が必要となりますので、県の担当課と十分協議のうえ提出下さい。
注意３　埋蔵文化財に関することは、生涯学習・スポーツ課文化財係(☎51-6637)へ問い合わせ下さい。

	農振除外願出締切日
	毎月２０日


（様式１)　
	受付番号
	


　農業振興地域整備計画における農用地利用計画の農用地区域からの除外願
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

射水市長　夏野　元志　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　区域除外願出者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　当該土地を下記により、農業振興地域整備計画の農用地区域から除外していただきたく、お願いします。

	
	氏　　 名
	住　　　　所
	職　　業
	連 絡 先(電話番号)

	１願 出 者
	
	
	
	

	譲受・借受人
	
	
	
	

	２除外しようとする土地の概要
	地 区
	大  字 ・ 字
	地  番
	地目
	面積㎡
	当該土地に権利を持って耕作

している者及び担い手の同意

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　印

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　印

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　印

	
	
	
	
	
	
	　　　　　　　　印

	
	計
	筆 
	
	　　　　　　　　

	３除外後の用途
	
	４当該用途に供する時期
	年　　　月

	５

意

見

聴

取

状

　況


	隣接農地耕作者の意見
	意見
	隣接地番
	
	氏名　　　　　　　　　印

	
	
	
	隣接地番
	
	氏名　　　　　　　　　印

	
	
	
	隣接地番
	
	氏名　　　　　　　　　印

	
	集落代表者の意見
	意見　　　　　　　　　　　　　　　　職　氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

	
	　
土
地
改
良
区
の
意
見


	(1)　除外願出地において実施された土地改良事業

	
	
	事業名及び地区名
	受益土地改良区名
	実施年度
	完了年度
	換地処分年度

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(2)　除外願出地において実施中又は計画されている土地改良事業

	
	
	事業名及び地区名
	受益土地改良区名
	実施予定年度
	完了予定年度
	地区除外との関係

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	(3)

土地改良施設

への影響に関

する協議状況
	ア.協議済
	ア.協議済
	ア.協議済

	
	
	
	イ.協議中 　ウ.今後協議
（協議中又は今後協議する内容）

	イ.協議中 　ウ.今後協議
（協議中又は今後協議する内容）

	イ.協議中 　ウ.今後協議
（協議中又は今後協議する内容）


	
	
	(4)

総合意見
	職
氏名　　　　　　　　印
	職
氏名　　　　　　　　印
	職
氏名　　　　　　　 印

	願　出

代理人
	氏名
	住所
	連絡先(電話番号)


（様式１－１)

除外及び転用の隣接耕作者の同意書

　下記の除外・転用する土地における、「農業振興地域整備計画」の農用地区域からの除外及び「農地転用」について同意します。

	願　出　者　氏　名
	

	譲受・借受人氏名
	

	除外・転用後の用途
	

	

	
	大　字　・　字
	地　番

	除外・転用する土地
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	

	
	隣　接　す　る　土　地
	　

隣 接 耕 作 者 氏 名



	
	大　字　・字
	地　番
	

	除外及び転用する土地

の隣接農地の概要と耕作者の同意


	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	
	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


(様式２－２)

　　　　事　　業　　計　　画　　書　　(注)１
	1 区域の別
	・市街化調整区域・その他の区域・都市計画区域外（該当するものを○で囲むこと。）

	2 除外の目的
	・建売又は注文住宅(団地) (注)2・工場・資材置場・駐車場・店舗・作業場

・倉庫・事務所

・その他　（　　　　　　　　　　）　（該当するものを○で囲むこと。）

	3 営業内容
	

	4 資本金
	
	5 年間売上高
	
	6 従業員数
	

	7 所有車両台数
	営業用　　台、従業員用　　　台、業務用（注）3　　　　　　　　　　　　　　　　台

	8

既

存

施

設

等
	所 在 地
	

	
	敷地及び施設面積
	

	
	利用状況
	　　過去に、資材置場、駐車場として転用許可を受けた農地で現在他の用途に利用(未利用の場合も該当する)しているものがあれば、その所在地、面積及びその理由を記入すること。

	9 ⅰ 除外の目的、必要性、緊急性に関する説明(「別紙のとおり」として別紙を添付しても良い。以下(ⅰ)～(ⅳ)同じ)

	ⅱ 除外面積の妥当性に関する説明(利用見込、駐車台数等の数値等により具体的に記入すること。）

	ⅲ　農用地区域でしかできない理由(市街化区域または非農用地区域ではできない理由）

	ⅳ　排水処理計画及び公害防止施設等に関する説明

	10工事計画
	造 成 工 事       　  年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日
建物建築工事　　　　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　日

	11資金計画
　　　(千円)
	・必要経費　土地取得費　　　　　　　　・資金調達方法　自己資金
　　　　　　造成工事費　　　　　　　　　　　　　　　　借 入 金
　　　　　　建築工事費　
　　　　　　そ　の　他                   　　　　     そ の 他　　　　　　
　　　　　　　　計                        　　  　　     計


(注)１　この様式の各記入欄に記入しきれない場合は別紙に記載しても差し支えない。

２　除外目的が「建売又は注文住宅団地」の場合は、現在造成中の住宅団地の進捗状況を説明する

資料を別紙添付すること。

　　３　業務用車両はトラック、ブルドーザー、ショベルカー等の種類別に記入すること。

(様式２－２)

～ 記入例 ～　  　事　　業　　計　　画　　書　　（注）１

	1 区域の別
	・市街化調整区域・その他の区域・都市計画区域外（該当するものを○で囲むこと。）

	2 除外の目的
	・工場・資材置場・駐車場・店舗・作業場・倉庫・事務所・建売又は注文住宅(団地)　

（注）2

・その他　（　　　　　　　　　　）　（該当するものを○で囲むこと。）

	3 営業内容
	○○の製造販売

	4 資本金
	1,000万円
	5 年間売上高
	3,000万円
	6 従業員数
	15人

	7 所有車両台数
	営業用　2台、従業員用　4台、

業務用（注）3  　4トントラック2台、ブルドーザー2台

	8

既

存

施

設

等
	所 在 地
	射水市△△100番地

	
	敷地及び施設面積
	敷地面積　1,000㎡

施設面積　事務所　100㎡、倉庫250㎡

	
	利用状況
	　事務所　　100㎡、　倉庫　　　250㎡

　駐車場　　300㎡、　資材置場　350㎡

　事務所、倉庫、資材置場として利用

　　過去に、資材置場、駐車場として転用許可を受けた農地で現在他の用途に利用(未利用の場合も該当する)しているものがあれば、その所在地、面積及びその理由を記入すること。

	9 ⅰ 除外の目的、必要性、緊急性に関する説明(「別紙のとおり」として別紙を添付しても良い。以下(ⅰ)～(ⅳ)同じ)
　　①営んでいる事業について、業務内容、取扱製品等を具体的に説明する。

　　②除外の目的、必要性、緊急性について説明する。

　　　「業績の状況」「資材等の保管・取扱状況」「敷地内での作業状況」「駐車場の状況」「需要の状況」等

　　　について記載し、必要性、緊急性の根拠を示す。（現状のままでは不都合、危険、不利益が生じる等）

	ⅱ 除外面積の妥当性に関する説明(利用見込、駐車台数等の数値等により具体的に記入すること。）
　　　現況はどういう状態で、今後どうしたいかを明確にし、除外面積の妥当性について説明する。

	ⅲ　農用地区域でしかできない理由(市街化区域または非農用地区域ではできない理由）
　　　位置選定の理由を詳細に記載する。

	ⅳ　排水処理計画及び公害防止施設等に関する説明
　　　隣接地との境界に対する防除策、生活排水の排水先、雨水排水の排水先を記載する。

	10工事計画
	造 成 工 事   平成２９年１０月　１日　～平成２９年１２月２８日
建物建築工事　平成３０年　１月　６日　～平成３０年　３月３１日

	11資金計画
　　　(千円)
	・必要経費　土地取得費　　10,000　     　・資金調達方法　自己資金　　15,000
　　　　　　造成工事費　　 5,000　　　　     　　　　　　借 入 金
　　　　　　建築工事費　
　　　　　　そ　の　他                       　　　　    そ の 他　　　　　　
　　　　　　　　計        15,000               　　  　　    計      15,000


(注) １　この様式の各記入欄に記入しきれない場合は別紙に記載しても差し支えない。

２　除外目的が「建売又は注文住宅団地」の場合は、現在造成中の住宅団地の進捗状況を説明する

資料を別紙添付すること。

　　３　業務用車両はトラック、ブルドーザー、ショベルカー等の種類別に記入すること。
